
（ローランド）

（１１） 個　別　財　務　諸　表　等

　Ⅰ　 比　較　貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 前 期 比

科 目 (２０００.３.３１) (１９９９.３.３１) 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

( 資 産 の 部 ） ％ ％

 Ⅰ　流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 ９,８４６ ８,１９５ １,６５０

受 取 手 形 ６９２ ９０４ △　　２１１

売 掛 金 ３,７１１ ３,６５４ ５６

商 品 ８８１ １,１８８ △　　３０６

製 品 １,１５２ １,０３０ １２２

原 材 料 ２３５ ２７０ △　　　３４

仕 掛 品 ６０３ ６５６ △　　　５２

貯 蔵 品 ４９０ ５９８ △　　１０７

繰 延 税 金 資 産 １５７ － １５７

未 収 入 金 ２,２４１ １,７９９ ４４１

そ の 他 １８１ ３７４ △　　１９２

貸 倒 引 当 金 △　　　３２ △　　　４８ １６

流 動 資 産 合 計 ２０,１６２ 41.9 １８,６２４ 40.1 １,５３８

 Ⅱ　固　定　資　産

 　１．有 形 固 定 資 産

建 物 ４,８５９ ５,１５２ △　　２９２

機 械 及 び 装 置 ２９０ ３４３ △　　　５２

工 具 器 具 備 品 ８１４ ７８８ ２６

土 地 ６,２７３ ６,１３１ １４２

そ の 他 ２１８ ３０１ △　　　８３

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,４５６ 25.9 １２,７１６ 27.4 △　　２６０

 　２．無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア ２４４ ２１８ ２５

そ の 他 ５０ ４６ ３

無 形 固 定 資 産 合 計 ２９４ 0.6 ２６５ 0.6 ２９

 　３．投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 １,２９０ １,３６０ △　　　６９

関 係 会 社 株 式 １０,３７４ １０,３１４ ５９

関 係 会 社 出 資 金 １,０１０ １,０１０ －

差 入 保 証 金 ８３３ ８２８ ５

繰 延 税 金 資 産 ４６５ － ４６５

そ の 他 １,２７２ １,４３２ △　　１５９

投 資 評 価 引 当 金 △　　　７９ △　　　７９ －

貸 倒 引 当 金 △ 　　　 ４ △ 　　　 ５ １

投資その他の資産合計 １５,１６４ 31.6  １４,８６２ 31.9 ３０２

固 定 資 産 合 計 ２７,９１５ 58.1 ２７,８４４ 59.9 ７１

資 産 合 計 ４８,０７８ 100.0 ４６,４６８ 100.0 １,６０９
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（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 前 期 比

科 目 (２０００.３.３１) (１９９９.３.３１) 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

( 負 債 の 部 ) ％ ％

 Ⅰ　流　動　負　債

買 掛 金 ２,２９２ ２,５８８ △　　２９６

一年以内に償還予定の転換社債 ７９５ － ７９５

未 払 金 ７９２ １,０８７ △　　２９４

未 払 法 人 税 等 ３９４ ３７７ １６

預 り 金 ４２ ５８ △　　　１５

賞 与 引 当 金 ６５９ ６９９ △　　　４０

そ の 他 ４１ ４３ △　　　　１

流 動 負 債 合 計 ５,０１７ 10.5 ４,８５５ 10.4 １６２

 Ⅱ　固　定　負　債

転 換 社 債 － １,８１２ △ １,８１２

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ４０７ ３８７ ２０

そ の 他 ３７ ５９ △　　　２２

固 定 負 債 合 計 ４４５ 0.9 ２,２５９ 4.9 △ １,８１３

負 債 合 計 ５,４６３ 11.4 ７,１１４ 15.3 △ １,６５０

( 資 本 の 部 )

 Ⅰ　資 本 金 ９,２７４ 19.3 ８,７６５ 18.9 ５０８

 Ⅱ　資 本 準 備 金 １０,８００ 22.4 １０,２９２ 22.1 ５０８

 Ⅲ　利 益 準 備 金 ７１５ 1.5 ６３３ 1.4 ８１

 Ⅳ　そ の 他 の 剰 余 金

 　１．任 意 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ４８ ８２ △　　　３４

別 途 積 立 金 １８,５４４ １７,０４４ １,５００

 　２．当期未処分利益 ３,２３２ ２,５３６ ６９５

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 ２１,８２４ 45.4 １９,６６３ 42.3 ２,１６１

資 本 合 計 ４２,６１５ 88.6 ３９,３５４ 84.7 ３,２６０

負 債 及 び 資 本 合 計 ４８,０７８ 100.0 ４６,４６８ 100.0 １,６０９
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　Ⅱ　 比　較　損　益　計　算　書

（単位：百万円）

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 前 期 比

科 目 (1999.4.1～2000.3.31) (1998.4.1～1999.3.31) 増 減

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

％         ％

 Ⅰ　売　　　　　上　　　　　高 ３３,６１６ 100.0 ３５,５６６ 100.0 △ １,９４９

 Ⅱ　売　　　上　　　原　　　価 ２４,４３０ 72.7 ２５,７６３ 72.4 △ １,３３３

売 上 総 利 益 ９,１８６ 27.3 ９,８０３ 27.6 △　　６１６

 Ⅲ　販売費及び一般管理費 ８,４２１ 25.0 ８,４８８ 23.9 △　　　６６

営 業 利 益 ７６４ 2.3 １,３１４ 3.7 △　　５５０

 Ⅳ　営　　業　　外　　収　　益

受 取 利 息 １５０ １５９ △　　　　９

受 取 配 当 金 １,９６７ １,７９９ １６８

ロ イ ヤ リ テ ィ ー ５７４ ５２８ ４６

そ の 他 ９３ ６５ ２８

 Ⅴ　営　　業　　外　　費　　用

支 払 利 息 及 び 割 引 料 ９ ２８ △　　　１８

有 価 証 券 評 価 損 ６５ １２ ５２

為 替 差 損 ２７３ ６５ ２０８

そ の 他 １２ ０ １２

経 常 利 益 ３,１８８ 9.5 ３,７６０ 10.6 △　　５７２

 Ⅵ　特　　　別　　　利　　　益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 １７ ５０ △　　　３３

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １１ － １１

 Ⅶ　特　　　別　　　損　　　失

固 定 資 産 除 売 却 損 １０４ １２６ △　　　２１

投 資 有 価 証 券 売 却 損 － １３６ △　　１３６

そ の 他 ６ － ６

税 引 前 当 期 純 利 益 ３,１０６ 9.3 ３,５４９ 10.0 △　　４４２

法人税､住民税及び事業税 ７１６ 2.1 １,２０１ 3.4 △　　４８５

法 人 税 等 調 整 額 ８９ 0.3 － － ８９

当 期 純 利 益 ２,３０１ 6.9 ２,３４８ 6.6 △　　　４６

前 期 繰 越 利 益 ５３６ ４６０ ７５

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ７１１ － ７１１

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
固定資産圧縮積立金取崩高

３４ － ３４

中 間 配 当 額 ３１９ ２４７ ７２

中間配当に伴う利益準備金積立額 ３１ ２４ ７

当 期 未 処 分 利 益 ３,２３２ ２,５３６ ６９５
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　Ⅲ　 比　較　利　益　処　分　案

（単位：百万円）

科 目 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期

(1999.4.1～2000.3.31)

１ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期

(1998.4.1～1999.3.31)

当 期 未 処 分 利 益 ３,２３２ ２,５３６

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 ５０ ５０

利 益 配 当 金 ３１９ ３７６

役 員 賞 与 金 ６２ ７３

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （　３） （　４）

任 意 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金 ４１ －

別 途 積 立 金 ２,２００ １,５００

次 期 繰 越 利 益 ５５８ ５３６

１株当たり配当金の内訳

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末

 　　円　　銭 　　円　　銭  　　円　　銭 　　円　　銭  　　円　　銭  　　円　　銭

普 通 株 式  ２５　００  １２　５０  １２　５０  ２５　００  １０　００  １５　００

　　 （内　　訳）

　　　普　通　配  ２５　００  １２　５０  １２　５０  ２０　００  １０　００  １０　００

　　　記　念　配 － － －  　５　００ －  　５　００
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　Ⅳ　 重　要　な　会　計　方　針

［重要な会計方針］

１．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券 ・・・　移動平均法による低価法

(切放し方式)

その他の有価証券 ・・・　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品，製品，原材料及び仕掛品 ・・・　総平均法による低価法

貯蔵品 ・・・　最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法

法人税法に規定する方法と同一の基準であります。

有形固定資産 ・・・　定 率 法

　　　　ただし、１９９８年４月１日以降取得の建物（建物付属

　　　　設備を除く）については定額法

無形固定資産 ・・・　定 額 法

　　　　ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売可

　　　　能有効期間における見込販売数量に基づく方法、自社利

　　　　用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

　　　　（５年）に基づく定額法

長期前払費用 ・・・　定 額 法

４．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 ・・・　債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による繰入限度

相当額(法定繰入率)及び個別判定による貸倒見込額を計上しております。

(2)投資評価引当金 ・・・　子会社株式の価値の減少による損失に備えるため、投資先の財政状態を

勘案し、必要額を見積計上しております。

(3)賞与引当金 ・・・　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

(4)役員退職慰労引当金 ・・・　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の処理方法

税抜方式で処理しております。
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［追加情報］

１．　前期まで投資その他の資産の「その他」に計上していましたソフトウェアは、「研究開発費及びソフト

　　ウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号　１９９９年３

　　月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただし、

　　同報告により上記に係るソフトウェアの表示は、投資その他の資産の「その他」から「無形固定資産」に

　　変更し、また減価償却の方法については、市場販売目的のソフトウェアに関しては販売可能有効期間にお

　　ける見込販売数量に基づく方法に、自社利用のソフトウェアに関しては社内における利用可能期間（５

　　年）に基づく定額法に、それぞれよっております。なお、上記に係るソフトウェアの当期末残高は２４４

　　百万円、前期末残高は２１８百万円であります。

２．　研究開発費は、従来、技術センターで発生した費用を製造原価として期間費用処理しておりましたが、

　　当該研究開発費のうち新製品、新素材及び新技術の研究開発に要した費用（当期２５３百万円）について

　　は、当期から一般管理費として処理することにいたしました。これは、「研究開発費及びソフトウェアの

　　会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号　１９９９年３月３１

　　日）の適用を契機に、当期において当社における研究開発業務の見直しを行い、原価性の希薄な新製品等

　　の研究開発費を一般管理費として処理することにしたものであります。なお、前期（２７２百万円）も同

　　様に組替えております。

３．　財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用しております。これに伴い、税効果会計を適

　　用しない場合と比較して繰延税金資産６２２百万円（流動資産１５７百万円、投資その他の資産４６５百

　　万円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は８９百万円少なく、当期未処分利益は６５６百万円多

　　く計上されております。
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　Ⅴ　 注　記　事　項

（貸借対照表関係）

（ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） （ １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ９,６１７百万円 １．有形固定資産の減価償却累計額 ９,５３８百万円

２．主な外貨建資産及び負債 ２．主な外貨建資産及び負債

科 目 外 貨 額
貸借対照表
計 上 額 科 目 外 貨 額

貸借対照表
計 上 額

現金及び預金 ＵＳ＄ 2,047千
ＥＵＲ 2,690千

百万円
217
274

現金及び預金 ＵＳ＄ 3,250千
ＥＵＲ 3,482千

百万円
391
449

受 取 手 形 ＵＳ＄ 869千 92 受 取 手 形 ＵＳ＄ 474千 57

売 　掛　 金
ＵＳ＄ 1,335千
ＥＵＲ 847千

141
86 売 　掛　 金

ＵＳ＄ 1,469千
ＥＵＲ 1,992千

177
257

未 収 入 金
ＵＳ＄ 8,195千 869

未 収 入 金
ＵＳ＄ 563千
ＥＵＲ 419千
ＤＭ 1,261千

67
54
83

関係会社株式
ＵＳ＄ 43,293千
Ｌit 2,683,000千
Ｓtg.£ 5,664千
ＮＺ＄ 447千
Ｐtas 50,000千
ＮＴ＄ 55,000千
Ａ＄ 1,484千
ＦＦｒ 6,000千

4,743
305

1,013
68
64
233
164
128

関係会社株式
ＵＳ＄ 43,293千
Ｌit 2,683,000千
Ｓtg.£ 5,664千
ＮＺ＄ 447千
Ｐtas 50,000千
ＮＴ＄ 55,000千
Ａ＄ 1,484千
ＦＦｒ 6,000千

4,743
305

1,013
68
64
233
164
128

関 係 会 社

出 　資 　金
ＤＭ 14,497千 947

関 係 会 社

出 　資 　金
ＤＭ 14,497千 947

関 係 会 社

長 期 貸 付 金
ＵＳ＄ 3,000千
Ｓtg.£ 400千

344
72

関 係 会 社

長 期 貸 付 金
ＵＳ＄ 2,000千 241

買　 掛   金
ＵＳ＄ 1,276千
ＥＵＲ 614千

135
62 買　 掛   金

ＵＳ＄ 1,080千
ＥＵＲ 1,238千

130
159

なお、外貨建長期金銭債権の貸借対照表計上額と決算

日の為替相場による円換算額は下記の通りであります。

科　　  　　  目 関係会社長期貸付金

外　　 貨 　　額 ＵＳ＄　　3,000 千

貸借対照表計上額 344百万円

決算日の為替相場
による円換算額 318百万円

差　　　額（損） 25百万円

外　　 貨 　　額 Ｓtg.£　　400 千

貸借対照表計上額 72百万円

決算日の為替相場
による円換算額 67百万円

差　　　額（損） 4百万円

なお、外貨建長期金銭債権の貸借対照表計上額と決算

日の為替相場による円換算額は下記の通りであります。

科　  　   　 目 関係会社長期貸付金

外　　 貨 　　額 ＵＳ＄　　2,000 千

貸借対照表計上額 241百万円

決算日の為替相場
による円換算額 241百万円

差　　　　額 － 百万円

３．授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株

　　発行済株式総数 ２５,５７２,４０４株

　　自 己 株 式 の 数 ４７株

　　発行済株式数の増加

　　　転換社債の株式転換

　　　　　発 行 株 式 数 ４５０,９８５株

　　　　　発 行 総 額 １,０１６百万円

　　　　　資 本 組 入 額 ５０８百万円

３．授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株

　　発行済株式総数 ２５,１２１,４１９株

　　自 己 株 式 の 数 ２１７株

　　発行済株式数の増加

　　　転換社債の株式転換

　　　　　発 行 株 式 数 ４３７,６８３株

　　　　　発 行 総 額 ９８６百万円

　　　　　資 本 組 入 額 ４９３百万円
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（ローランド）

（ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） （ １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ）

４．関係会社に対する資産及び負債

　　　流　動　資　産

　　　　　受　取　手　形 ６２１百万円

　　　　　売　　掛　　金 ２,０８７百万円

　　　　　未　収　入　金 １,４４６百万円

　　　流　動　負　債

　　　　　買　　掛　　金 ９３５百万円

４．関係会社に対する資産及び負債

　　　流　動　資　産

　　　　　受　取　手　形 ８１２百万円

　　　　　売　　掛　　金 １,８３９百万円

　　　　　未　収　入　金 ９１９百万円

　　　流　動　負　債

　　　　　買　　掛　　金 １,１５４百万円

５．保　　証　　債　　務

関係会社の金融機関からの ８７１百万円
　　　　　借入金に対する保証等 （　８社）

従業員の金融機関からの借入債務 ７６百万円

そ　　　　 の　　　　 他 １０百万円

５．保　　証　　債　　務

関係会社の金融機関からの １,２６３百万円
　　　　　借入金に対する保証等 （　７社）

従業員の金融機関からの借入債務 ８２百万円

そ　　　　 の　　　　 他 ９百万円

（損益計算書関係）

（ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） （ １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ）

１．関係会社との取引高

製 品 売 上 高 １０,１４０百万円

商 品 売 上 高 ９,８２３百万円

商 品 仕 入 高 １０,５６１百万円

受 取 配 当 金 １,８１７百万円

ロ イ ヤ リ テ ィ ー ５７４百万円

１．関係会社との取引高

製 品 売 上 高 ９,８８４百万円

商 品 売 上 高 １０,４２５百万円

商 品 仕 入 高 １１,４６８百万円

受 取 配 当 金 １,７８９百万円

ロ イ ヤ リ テ ィ ー ５２７百万円

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

運 搬 保 管 料 ８９６百万円

広 告 販 促 費 ２,０２６百万円

給 与 及 び 賞 与 １,９３３百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２７４百万円

適 格 退 職 年 金 掛 金 １４７百万円

福 利 厚 生 費 ３０７百万円

旅 費 交 通 費 １８２百万円

通 信 費 ９５百万円

減 価 償 却 費 ４０４百万円

賃 借 料 ４９８百万円

研 究 開 発 費 ２５３百万円

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

運 搬 保 管 料 ７７３百万円

広 告 販 促 費 ２,０２６百万円

給 与 及 び 賞 与 １,９５２百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２８６百万円

適 格 退 職 年 金 掛 金 １０６百万円

福 利 厚 生 費 ３００百万円

旅 費 交 通 費 １９８百万円

通 信 費 ９９百万円

減 価 償 却 費 ３７３百万円

賃 借 料 ５１６百万円

研 究 開 発 費 ２７２百万円

３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,７２０百万円 ３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,７８６百万円

４．固定資産除売却損の内訳

建　　　　　　　　　　物 ２百万円

工 具 器 具 備 品 ５９百万円

機 械 及 び 装 置 ４２百万円

４．固定資産除売却損の内訳

建　　　　　　　　　　物 ８８百万円

工 具 器 具 備 品 １７百万円

機 械 及 び 装 置 １６百万円

そ　　　　 の　　　　 他 ３百万円
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（ローランド）

（リース取引関係）

項　　　　　目 ( ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 )

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

期末残高相当額
機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１３２

百万円

１１１

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

９２

百万円

１５１

工具器
具備品

１０７ ８０ ２７
工具器
具備品

１２０ ６７ ５２

その他 ６ ２ ３ その他 ６ １ ４

合  計 ３５８ ２１６ １４２ 合  計 ３７０ １６１ ２０９

未 経 過 リ ー ス 料

期 末 残 高 相 当 額

１年内 　６１百万円

１年超 　８７百万円

合　計 １４９百万円

１年内 　６５百万円

１年超 １５１百万円

合　計 ２１７百万円

支 払 リ ー ス 料 ７１百万円 ７６百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ６４百万円 ６９百万円

支 払 利 息 相 当 額 ６百万円 ９百万円

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

同　　　左

利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

同　　　左
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（ローランド）

(税効果会計関係)

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（２０００年３月期）

繰延税金資産

有価証券評価額差額 ２８７百万円

投資評価引当金 ３２百万円

未払事業税 ５０百万円

賞与引当金 ９２百万円

役員退職慰労引当金 １６７百万円

その他 ６３百万円

繰延税金資産合計 ６９３百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △　６２百万円

その他 △　　８百万円

繰延税金負債合計 △　７１百万円

繰延税金資産の純額 ６２２百万円

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

（２０００年３月期）

法定実効税率 ４１.１％

（調　整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ０.７％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１０.６％

法人住民税均等割 ０.８％

外国税額控除 △　６.３％

その他 ０.２％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２５.９％
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（ローランド）

（有価証券の時価等）

（単位：百万円）

（ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） （ １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ）

種 類 貸 借 評 価 貸 借 評 価
対 照 表 時 価 対 照 表 時 価
計 上 額 損 益 計 上 額 損 益

( 1 ) 流 動 資 産 に 　　　 　　　 　　　

   属 す る も の 　　　 　　　 　　　

   株 　 　 　 式 0 0 △   0 0 0 0

   債 　 　 　 券 － － － － － －

   そ 　 の 　 他 － － － 150 142 △   7

   小 　 　 　 計 0 0 △   0 150 143 △   7

( 2 ) 固 定 資 産 に

   属 す る も の

   株 　 　 　 式 903 3,638 2,735 969 4,731 3,761

( 189) (2,378) (2,189) ( 189) (3,803) (3,614)

   債 　 　 　 券 82 86 3 82 85 3

   そ 　 の 　 他 426 420 △   6 286 220 △  65

   小 　 　 　 計 1,412 4,145 2,732 1,338 5,038 3,699

(　189) (2,378) (2,189) (　189) (3,803) (3,614)

   合 　 　 　 計 1,413 4,145 2,732 1,488 5,181 3,692

(　189) (2,378) (2,189) (　189) (3,803) (3,614)

 (注)1. 時価等の算定方法

　　  　国内上場有価証券     主に東京証券取引所の最終価格

　　  　海外上場有価証券     主たる証券取引所の最終価格

      　店頭売買有価証券     日本証券業協会の公表売買価格等

      　証 券 投 資 信 託　   基準価格

      　非 上 場 債 券     日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還

　　　　　　　　　　　　　　 期間等に基づいて算出した価格

　　 2. 流動資産に属するものの株式には、自己株式を含んで表示しております｡

( ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 )

自 己 株 式 に 係 る 評 価 損 益 △０百万円 ０百万円

     3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

                            ( ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 )

(固定資産)

ク ロ ー ズ ド 期 間 内 の
証 券 投 資 信 託 の 受 益 証 券 ４９百万円 － 百万円

非 上 場 外 国 債 券 － 百万円 ２００百万円

店 頭 売 買 株 式 を
除 く 非 上 場 株 式 １０，２０２百万円 １０,１３７百万円

( う ち 関 係 会 社 株 式 ) （１０，１８４百万円） （１０,１２５百万円）

　　 4. （　）内の数字（内数）は、関係会社に係るものであります。
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（ローランド）

（デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益）

（単位：百万円）

区 （ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） （ １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ）

種　　　　類 契 約 額 等 時価 評価損益 契 約 額 等 時価 評価損益

分 うち1年超 うち1年超

市

場 為 替 予 約 取 引

取 　　売　建

引 　　　米 ド ル － － － － 30 － 33 △   2

以

外 通 貨 ｽ ﾜ ｯ ﾌ ﾟ 取 引

の 　　売　建

取 　　　米 ド ル 1    0 1    0 3    1 3 △   0

引

合　　　　　　計 1 0 1 0 34 1 37 △   2

（注）1. 時価の算定方法

　　　　　（為替予約取引）

　　　　　　先物為替相場によっております。

　　　　　（通貨スワップ取引）

　　　　　　主たる金融機関から提示された価格によっております。

2. 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約等が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債

務等で、貸借対照表に当該円貨額で表示しているものについては、開示の対象から除いております。
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（ローランド）

（１２） 役　員　の　異　動

　１．代表者の異動

　　　　該当事項はありません。

　２．その他の役員の異動

　　　　該当事項はありません。

以　上
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